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 佐賀県建築基準法施行条例の解説（抄） 
平成 20 年 9 月 11 日 

最終改正 令和 6 年（2024 年）4 月 1 日 
 
 

建築基準法の規定に基づき、佐賀県条例により建築物やその敷地等に制限が付加されているものが

あります。 
ここでは、問い合わせが多い佐賀県条例の一部を掲載しました。 
設計や工事監理を行う場合は、この条例にも適法としてくださるよう願いします。 

なお、詳細については佐賀県条例を参照してください。 
佐賀県条例：建築基準法施行条例 
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■１ 災害危険区域 
 

県では、災害による危険の著しい区域を「災害危険区域」として指定され、この区域での住居や

その他の建築物に関して災害防止上必要な制限を定めてあります。 
 

◇１ 災害危険区域の指定                   （佐賀県条例 第２条の２） 
 

第二条の二 
法第三十九条第一項の規定による災害危険区域は、次の各号に掲げる区域とする。 
 
一 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律(昭和四十四年法律第五十七号)第

三条第一項の規定に基づき指定された急傾斜地崩壊危険区域 
 
二 前号の急傾斜地崩壊危険区域に隣接する区域で急傾斜地の崩壊による危険の著し

い区域につき関係市町長の意見をきき知事が告示で指定する区域 
 
三 前各号に定める区域を除くほか、津波、高潮、出水、地すべり等による危険の著し

い区域につき関係市町長の意見をきき知事が告示で指定する区域 
 

災害危険区域には３つの区域があり、佐賀県内の指定の状況は以下のとおりです。 
１）急傾斜地崩壊危険区域 

※区域の確認につきましては管轄の土木事務所管理課までお尋ねください。 
 

２）前号に隣接する区域で、知事が告示で指定する区域 
これまでに指定している区域はありません。 

 
３）この外、危険の著しい区域で知事が告示で指定する区域 

これまでに指定している区域は以下の 15 か所です。 
・伊万里市     出水 1 か所、地すべり 1 か所 

 ・玄海町      地すべり 1 か所 
 ・唐津市      出水 1 か所 
 ・唐津市(旧肥前町)  地すべり 1 か所 

・多久市      出水 1 か所 
 ・神埼市(旧背振村)  出水 5 か所 
 ・神埼市(旧神埼町)  出水 1 か所 
 ・吉野ヶ里町    出水 2 か所 
 ・武雄市(旧山内町)  地すべり 1 か所 
※詳しくは管轄の土木事務所建築課（伊万里土木については管理課建築担当）まで 

お尋ねください。 
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◇２ 災害危険区域内における建築物の建築の制限         （佐賀県条例 第２条の３） 
 

第二条の三 
災害危険区域内においては、住居の用に供する建築物は、建築してはならない。ただし、

災害防止上必要な措置を講ずることにより安全上支障がないと認められる場合は、この

限りでない。 
 
２ 災害危険区域内においては、居室を有する建築物(住居の用に供するものを除く。)を建

築する場合は、特定主要構造部を鉄筋コンクリート造又はこれに準ずる構造とし、かつ、

災害危険区域内における災害に対し安全な構造としなければならない。ただし、災害危

険区域の状況等により当該建築物が被害を受けるおそれがない場合は、この限りでない。 
 
３ 前二項の規定は、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

(平成十二年法律第五十七号)第九条第一項の規定により指定された土砂災害特別警戒

区域(以下「特別警戒区域」という。)については、適用しない。 
 

１）災害危険区域内においては、住居の用に供する建築物を建築する場合 
原則として、建築できません。 
ただし、災害防止上必要な措置を講ずることにより、安全上支障がないと認められる場合

のみ建築が可能となります。 
この場合、設計者において、安全性支障がない証明を提出してください。 

 
２）災害危険区域内においては、居室を有する建築物を建築する場合 

特定主要構造部を鉄筋コンクリート造又はこれに準ずる構造とし、かつ、災害危険区域内

における災害に対し安全な構造としてください。 
ただし、災害危険区域の状況等により当該建築物が被害を受けるおそれがない場合は、こ

の限りにありません。 
ここで、「住居の用に供するものが除かれている」のは、第１項の規定を受けるため。 

 
３）土砂災害特別警戒区域に建築する場合  

土砂災害特別警戒区域内にある災害危険区域は、上記１）と２）は適用されません。 
この場合、令第８０条の３、及び平１３国交告第３８３号の規定を遵守する必要がありま

す。 
 

☆ 区域の確認方法 
  安図くん（http://anzu.pref.saga.lg.jp/gau_Andy/public/）で位置の確認ができます。 
 ※調べたい土砂災害特別警戒区域内の範囲をクリックすると「公示図書」のボタンが表示され

ますので、そちらをクリックし詳細位置を確認してください。 
 ※最新の情報については反映されていない場合がありますので管轄の土木事務所管理課まで 
  お尋ねください。 

http://anzu.pref.saga.lg.jp/gau_Andy/public/
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■２ 建築物の敷地及び構造 
 

◇１ がけに近接する建築物                     （佐賀県条例 第３条） 
 

第三条 
建築物が二メートルをこえる高さのがけに接し、又は近接する場合は、がけの上にあつ

てはがけの下端から、がけの下にあつてはがけの上端から建築物との間にそのがけの高

さの一・五倍以上の水平距離を保たなければならない。 
2 がけの上にある鉄筋コンクリート造等の重量建築物については、前項の数値を安全上

支障がない程度に増大しなければならない。 
3 前二項の規定は、次に掲げる場合には、適用しない。 

一 建築物の用途、規模及び構造又は擁壁若しくはがけ等の状況により建築物の安全上

支障がない場合 
二 特別警戒区域内において居室を有する建築物を建築する場合 

 
 

 
 

注。第３条第３項第２号「特別警戒区域内において居室を有する建築物を建築する場合」は適用さ

れませんが、この場合、令第８０条の３、平１３国交告第３８３号を遵守する必要があります。 
 

図１ がけに近接する建築物 

Ｈ＝２ｍを超える場

 

水平距離＝１．５×Ｈ 以上 

水平距離＝１．５×Ｈ 以上 

がけの上にあってはがけの下端から、がけの下にあってはがけの上端から建築物

との間にそのがけの高さの１．５倍以上の水平距離を保ってください。 
第１項 

外壁または柱の外面までの距離とする 
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◇２ 木造建築物等の防蟻                 （佐賀県条例 第４条、第５条） 
 
 

第四条 
木造の建築物又は木造とその他の構造とを併用する建築物の木造の構造部分は、防蟻の

ため次の各号に定める構造としなければならない。ただし、土地及び建築物の状況によ

り、これらの構造とする必要がないと認められる場合は、この限りでない。 
一 地面(床下の部分でコンクリートその他これに類するものでおおわれている部分を

除く。)から高さ二十センチメートル以下に木造の構造耐力上主要な部分を設けない

こと。 
二 土台及び外廻りの柱並びに台所、浴室その他これらに類する部分の柱の下部の木口

及びほぞ部分には、防蟻上有効な措置を講ずること。 
 

第五条 
階数が二以上で、かつ、延べ面積が五百平方メートルをこえる木造の建築物は、しろあ

りの侵蝕を防ぐために防蟻上有効な措置を講じなければならない。ただし、土地及び建

築物の状況により蟻害のおそれがないと認められる場合は、この限りでない。 
 
 

１） 木造の建築物又は木造とその他の構造とを併用する建築物の木造の構造部分は、防蟻のた

め、次の各号に定める構造としてください。 
 

一 地面から高さ２０ｃｍ以下に木造の構造耐力上主要な部分を設けないこと。 
(床下の部分でコンクリートその他これに類するものでおおわれている部分は、除かれ

ます。) 
 

       土台                             木口 
二    外廻りの柱の下部                    の 

台所、浴室その他これらに類する部分の柱の下部         ほぞ 
 

の部分には、防蟻上有効な措置を講じてください。 
 

ただし、土地及び建築物の状況により、これらの構造とする必要がないと認められる場合

は、この限りでありません。 
 

２） 階数が２以上で、かつ、延べ面積が５００㎡をこえる木造の建築物は、しろありの侵蝕を

防ぐために防蟻上有効な措置を講じてください。 
ただし、土地及び建築物の状況により蟻害のおそれがないと認められる場合は、この限り

でありません。 
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■３ 特殊建築物 
 

建築物の安全、防火、又は衛生の目的を充分に達するため、佐賀県条例において必要な制限が以下

のとおり付加されています。 
 

◇１ 共同住宅、寄宿舎、長屋 
① 共同住宅等の内装                      （佐賀県条例 第６条） 

 
第六条 

共同住宅、寄宿舎又は長屋(以下「共同住宅等」という。)の用途に供する建築物の床(最
下階の床を除く。)又は階段が木造(準耐火構造のものを除く。)である場合においては、

その床の直下の階の天井又は階段裏の仕上げを不燃材料、準不燃材料又は難燃材料でし

なければならない。 
 
 

・共同住宅         床  が、 木造  である場合はその直下の階の天井 
・寄宿舎    の     
・長屋              
              階段 が、 木造  である場合は、階段裏               

 
              不燃材料 
    の仕上げを、   準不燃材料    で施工する必要があります。 
             難燃材料 
 
 

② 長屋の構造                         （佐賀県条例 第７条） 
 

第七条 

長屋で階数が三以上のものは、特定主要構造部を耐火構造とした建築物又は法第二条第

九号の三イ若しくはロのいずれかに該当する建築物としなければならない。ただし、令

第百三十六条の二に定める技術的基準に適合する場合は、この限りでない。 
 
                          耐火構造 

３階建以上の長屋は、特定主要構造部を     法第２条第９号の３イ     のいずれかに 
法第２条第９号の３ロ 

該当させてください。 
 

（注。特定主要構造部を耐火構造、イ準耐又はロ準耐としてください。この場合、延焼ライン内の 
開口部の防火設備は、必要とされていません。） 

（最下階の 
床を除く。） 

（準耐火構造 
のものを除く） 

（準耐火構造 
のものを除く） 
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③ 共同住宅等の出入口                     （佐賀県条例 第８条） 
 
 

第八条 

共同住宅等の主要な出入口は、道に面して設けなければならない。ただし、次の各号の

いずれかに該当する共同住宅等で周囲の状況等により安全上支障がないと認められる

ものは、この限りでない。 
一 特定主要構造部が耐火構造であるもの又は法第二条第九号の三イ若しくはロの

いずれかに該当するもの 
二 延べ面積が三百平方メートル以下の共同住宅若しくは寄宿舎又は六戸建て以下

の長屋で、その主要な出入口から道又は公園、広場その他の空地(以下「道等」と

いう。)に通ずる幅員一・五メートル以上の通路が設けられたもの 
 
 
 

共同住宅、寄宿舎、長屋（以下「共同住宅等」という。）の主要な出入口は、道に面して
．．．．．

設け

てください。なお、敷地内の幅員４ｍ以上の空地（道まで４ｍ以上で有効に接続するもの。駐

車場は空地に含みません。）に面するものは道に面したものとして扱います。 
ただし、以下のいずれかに該当して、周囲の状況等により安全上支障がないと認められるもの

は除かれます。 
 

                   耐火構造 
１） 特定主要構造部が   法第２条第９号の３イ   のいずれかに該当するもの 

第２条第９号の３ロ 
 

（注。延焼ライン内の開口部の防火設備は、必要とされていません。） 
 
 
 
          延べ面積が３００㎡以下の共同住宅 

２）    延べ面積が３００㎡以下の寄宿舎     で、その主要な出入口から、道又は 
６戸建て以下の長屋 

 
公園、広場その他の空地に通ずる幅員１．５ｍ以上の通路があるもの 
                                

【図２】参照 
 
 
 
 



 - 8 - 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ｍ以上の空地 

テラス戸 

① 階段が４ｍ以上の空地に接

しているので可 

② １階は、テラス戸が４ｍ以上の空地

に接しているので可 

③ 階段が４ｍ以上の道に面

しているので可 

① 
② 

③ 

道等 

柱 
④ 

④ 廊下扱であり、1.5ｍの幅は

必要ない。 

⑤ 

⑤ この場所から 1.5ｍの

幅が必要 

DN 

DN 

柱 

① ４ｍ以上の空地に駐車場が

ある場合は不可。この場合、

１．５ｍの通路が道まで必要 

【図２】共同住宅等の出入口（第８条本文、第２号ただし書） 

テラス戸 

② ① 

道等 

駐 車 場 

② ４ｍ以上の空地に駐車場がある場合

は不可。この場合１．５ｍの通路が

道等まで必要 

１．５ｍの通路が必要 

DN 

【例１】 

テラス戸：バルコニーのない掃出し窓 

【例２（空地を駐車場として利用する場合）】 
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◇２ 連続式店舗                         （佐賀県条例 第９条） 
 
 

第九条 

建築物内に設ける各構えごとに区画された連続式店舗(売場面積の合計が五百平方メー

トル以下のものを除く。)の前面には、幅員二・五メートル以上の通路を避難上有効に

設けなければならない。ただし、片側のみに売場を有するものにあつては、通路の幅員

を一・五メートル以上とすることができる。 
 
 

 (連続式店舗の通路) 

建築物内に設ける各構えごとに区画された売場面積の合計が５００㎡を超える連続式店舗の

前面には、幅員２．５ｍ以上の通路を避難上有効に設けてください。 
ただし、片側のみに売場があるものは、通路の幅員を１．５ｍ以上とすることができます。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１．５ｍ以上（片廊下の場合） 

２．５ｍ以上（中廊下の場合） 

建築物内 

【図３】連続式店舗の通路幅 

１．５ｍ以上 

連続式店舗 

連続式店舗 

廊下の幅の規定です。 
片廊下の場合：１．５ｍ以上確保してください。 
中廊下の場合：２．５ｍ以上確保してください。 

注。令第 114 条

第 2 項（防火上

主要な間仕切

壁）の規定がか

かります。 
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◇３ ホテル、旅館、及び公衆浴場                （佐賀県条例 第１０条） 
 

第十条 
ホテル、旅館及び公衆浴場のボイラー室の構造は、次に定めるところによらなければな

らない。 
一 主要構造部を耐火構造とし、又は不燃材料で造り、若しくはふくこと。 
二 外壁の開口部には、法第二条第九号の二ロに規定する防火設備(以下「防火設備」

という。)を設けること。 
三 ボイラー室の部分とその他の部分とを耐火構造で区画し、その開口部には防火設

備を設けること。 
 
 

ホテル・旅館・公衆浴場のボイラー室の構造は、以下によってください。 
 

 
１）「主要構造部」とは、建築基準法第２条第５号に規定する部分－壁、柱、床、はり、屋根又

は階段をいい、建築物の構造上重要でない間仕切壁、間柱、附け柱、揚げ床、最下階の床、

回り舞台の床、小ばり、ひさし、局部的な小階段、屋外階段等は除かれています。 
 

２）外壁の開口部は、防火設備を設けてください。（法第２条第９号の２ロに規定するもの） 
 
３）ボイラー室の部分とその他の部分とを耐火構造で区画し、その開口部に防火設備（前号の）

を設けてください。 
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◇４ 劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂及び集会場       （佐賀県条例 第１１条）   

 
第十一条 

劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂及び集会場(以下「劇場等」という。)の屋外へ

の出入口(第三号及び次条第一号に規定する場合を除き、日常的に使用する出入口のほ

か、非常時に使用できる出入口を含む。以下同じ。)は、次に定めるところにより設け

なければならない。 
一 出入口の数は、二以上とし、相互にできる限り離すとともに、避難上有効な位置

に配置すること。 
二 出入口の幅は、一メートル以上とし、かつ、避難の際に通過又は流入すると想定

される人数(以下「通過人数」という。)一人当たり〇・八センチメートル以上と

すること。 
三 前号の幅の合計の二分の一以上は、日常的に使用する出入口又はその付近に配置

すること。 
２ 客席部の出入口については、次に定めるところにより設けなければならない。 

一 出入口の数は、次の表の左欄の区分に応じ、同表の右欄に掲げる数値以上とする

こと。 
客席部の定員 出入口の数 

三十人未満のもの 一 

三十人以上三百人未満のもの 二 

三百人以上六百人未満のもの 三 

六百人以上千人未満のもの 四 

千人以上のもの 五 

 
二 出入口は、相互にできる限り離すとともに、客席部内から容易に認識できる位置

に配置すること。 
三 出入口の幅は、前項第二号及び第三号の定めるところによること。 

３ 前項第一号の表の客席部の定員は、次の算定方法により得られた数の合計とする。 
一 固定式のいす席を設ける部分については、当該部分にあるいす席の数に対応する

数 
二 長いす式のいす席を設ける部分については、当該部分にあるいす席の幅を〇・四

メートルで除して得た数(端数は切り上げた数。以下この項において同じ。) 
三 立ち見席を設ける部分については、当該部分の床面積を〇・二平方メートルで除

して得た数 
四 いす席の配列形態が特定できない場合は、当該客席部の床面積を〇・五平方メー

トルで除して得た数 
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１）屋外への出入口 

 

 

 

図５ 客席部の出入口（第２項） 

６００人の場合 

第１号  
出入口の数    ６００人 → 表により４ヵ所以上必要です。 

第２号 
相互にできる限り離し、客席部内から容易に認識できる位置 

第３号 
Ｗ１＝Ｗ２ １００人（通過人員） 
  １００×０．８＝８０ｃｍ  かつ１ｍ  Ｗ＝１ｍ 必要 
Ｗ３＝Ｗ４ ２００人（通過人員） 

２００×０．８＝１６０ｃｍ かつ１ｍ  Ｗ＝１．６ｍ 必要 
 
＊ 通過人員の半分以上は、日常的に使用するＷ３及びＷ４で配置してください。 

舞台 

Ｗ１ 

客席 

W２ 

W３ 

Ｗ４ 

日常的に使用する出入口 

非常時に使用できる出入口 

道 路 

避難上有効に

配置する 

図４ 屋外への出入口（第１項） 

第１号：出入口の数は２以上でできるだけ離し、避難上有効に配置すること 
第２号：出入口の幅（Ｗ）は、１ｍ以上かつ通過人員に０．８ｃｍを乗じた幅が必

要です。 
第３号：必要な出入口の幅の半分以上は、日常的に使用する出入口に配置する 

劇場等 

Ｗ 

     
 

日常的に使用する出入口 
非常時に使用できる出入口 
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３）直通階段                           （佐賀県条例 第１２条） 
 
 

第十二条 
劇場等の避難階又は地上に通ずる直通階段は、次に定めるところにより設けなければな

らない。 
一 各階における直通階段の幅は、その通過人数一人当たり一センチメートル以上と

し、かつ、その幅の合計の二分の一以上は、日常的に使用する出入口又はその付

近に配置すること。 
二 直通階段の出入口の扉等の幅は、前号の通過人数一人当たり〇・八センチメート

ル以上とすること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

舞台 

Ｗ１ 

Ｗ２ 

階段幅（Ｗ１＋Ｗ２）は、 
Ｗ１＋Ｗ２＝２５０人×１ｃｍ／人＝２．５ｍ 

２．５ｍ以上とする。 
階段幅（Ｗ３又はＷ４）は、 

Ｗ３／Ｗ４＝１００人×１ｃｍ／人＝１ｍ 
                   １ｍ以上とする。 

図６ 直通階段 
２階の通過人数：４５０人の場合 

吹  抜 

客席 

客席 

Ｗ３ 

Ｗ４ 

１００人 

１００人 

２５０人 

日
常
的
に
使
用
す
る
出
入
口 

    日常的に使用する出入口 
    非常時に使用できる出入口
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４）廊下                             （佐賀県条例 第１３条） 
 

第十三条 
劇場等の避難経路となる廊下は、次に定めるところにより設けなければならない。 
一 行き止まりとなる部分の長さを十メートル以下とすること。 
二 廊下の幅は、一・二メートル以上とし、かつ、通過人数一人当たり〇・六センチ

メートル以上とすること。 
三 廊下の幅は、避難方向に向かつて狭くならないこと。ただし、前号の幅を確保し

た上で柱型等で部分的に狭くなる場合は、この限りでない。 
四 客席部の出入口の扉は、避難の障害にならないように設置し、かつ、廊下に必要

とされる幅の二分の一以上を妨げないこと。 
五 廊下を斜路とする場合は、その斜路のこう配を八パーセント(有効な滑り止めを

設けた場合は、十パーセント)以下とすること。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

舞台 

Ｗ１ 

Ｗ２ 

・Ｌ１＝Ｌ２は、１０ｍ以下とする。（第１号） 
・Ｗ１＝Ｗ２は、１．２ｍ以上で、かつ１５０×０．６＝０．９ｍ 

∴１．２ｍが必要幅となる。 （第２号） 

 

図７ 廊下 ６００人の場合 

１５０人 

１５０人 

１５０人 

１５０人 

Ｌ１ 

Ｌ２ 

廊下 

廊下 

廊下の幅 
廊下の幅の１／２以上 

・戸が開いた状態で、廊下幅の２分の１以上を確保してください。 
（第４号） 

Ｗ３ 

吹抜け 

吹抜け 
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５）客席部の構造                         （佐賀県条例 第１４条） 
 

第十四条 
劇場等の段床に客席を設ける場合は、床幅八十センチメートル以上とし、各段の高さ

が五十センチメートル以上あるときは、前面に高さ七十五センチメートル以上の手す

りを設けなければならない。ただし、幅の広い手すり壁を設けること等により安全上

支障がない場合は、この限りでない。 
 

２ 劇場等の客席部の通路は、次に定めるところにより設けなければならない。 
一 通路を斜路とする場合は、その斜路のこう配を十パーセント(手すり等を設けた

場合は、十二・五パーセント)以下とすること。 
二 前項の段床を縦断する通路を階段とし、通路の高低差が三メートルを超える場合

は、高さ三メートル以内ごとに廊下又は階段に通ずる横通路を設けること。ただ

し、階段のこう配を二十パーセント以下とした場合は、この限りでない。 
三 横通路の幅は、一メートル以上とし、かつ、通過人数一人当たり〇・六センチメ

ートル以上とすること。 
四 縦通路の幅は、両側に客席のある場合は八十センチメートル以上、片側だけに客

席のある場合は六十センチメートル以上とし、かつ、通過人数一人当たり〇・六

センチメートル以上とすること。 
 

① 段床に客席を設ける場合 

 

 
② 客席部の通路は、次に定めるところにより設けてください。 

 

図９ 客席部の通路（１） 

勾配は、１０％以下。 ただし、手すり等があれば１２．５％以下で可。 

客席部の通路の勾配 
      １０％以下 

第２項第１号 

段差が５０ｃｍ以上ある場合 

７５ｃｍ以上の手すりが必要 
客席 

図８ 段差の手すり 

８０ｃｍ以上 

第１項 
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図１０ 客席部の通路（２） 

３ｍを超える場合 

横通路 

通路が階段：３ｍ以内ごとに横通路を設ける 

横通路の幅は、１ｍ以上かつ通過人数１人当たり０．６ｃｍ以上 

勾配が１／２０以下の場合は、横通路不要 

第２項第２号 

第２項第３号 

第２項第２号ただし書 
１ 

２０ 

Ｗ１（両側客席）：０．８ｍ、かつ通過人員×０．６ｃｍ以上 
Ｗ２（片側客席）：０．６ｍ、かつ通過人員×０．６ｃｍ以上 

Ｗ１ 

Ｗ２ 

縦通路 

縦通路 

横通路 

各列２０人 

Ａ列 

Ｂ列 

各列２０人 

（例） Ｗ１：Ａ・Ｂ列の半分がＷ１に来る。 
（２０＋２０）×１／２×７列×０．６＝８４ｃｍ 
８０ｃｍ＜８４ｃｍ       ∴８４ｃｍ必要 

舞台 

第２項第４号 

横通路 
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６）客席部と舞台との区画                     （佐賀県条例 第１５条） 
 
 

第十五条 
客席部の定員の合計が四百人を超える劇場等は、舞台(花道その他これに類する部分を

除く。)と客席部との境界を準耐火構造の隔壁で区画し、これを小屋裏に達せしめなけ

ればならない。 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１１ 客席部と舞台の区画 

定員４００人を超える劇場等 

舞台 下り壁も隔壁扱い 

客席部と舞台との区画 
隔壁は、準耐火構造で小屋裏まで施工してください。 
この場合、開口部の制限はありません。 
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７）避難階段                          （佐賀県条例 第１６条） 
 
 
第十六条 

次の各号のいずれかに該当する階段は、特別避難階段又は屋外避難階段としなければな

らない。 
一 客席部から直接進入する場合の階段 
二 客席部が避難階より六メートルを超える下方にある場合の避難階までの直通階段 

 
 
 

 
 
 

 
 

客席部 

ＧＬ 
６ｍを超える階段 

Ｈ 

図１３ 客席部と階段（第２号） 

第２号 

客席部が、避難階より

６ｍを超える下方にあ

る場合の階段 

＊ 特別避難階段又は屋外避難階段としてください。 

１ＦＬ 

客席部 

図１２ 客席部と階段（第１号） 

客席部から直接進入

する階段 

第１号 

＊ 特別避難階段又は屋外避難階段としてください。 
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８）避難階における避難経路                （佐賀県条例 第１６条の２） 
 
 

第十六条の二 
各階段の避難階における出口の幅は、当該階段の幅の十分の八以上としなければならな

い。 
2 前項の階段が、避難階において建物内部に面している場合においては、避難階におけ

る当該階段の出口から屋外への出口に至る経路は、他の用途の部分(共用ロビー、共用

廊下等は除く。第十六条の四において同じ。)を経由してはならない。 
3 前項の経路の幅は、避難階において建物内部に面している階段の出口の幅の合計以上

としなければならない。 
4 劇場等の敷地内には、避難階における建物の出口及び屋外階段の出口から、道等に通

ずる通路を設けなければならない。 
５ 前項の通路の幅員は、前項の出口の幅の合計以上としなければならない。 

 
 

 

図１４ 避難経路 

２階：劇場等 

Ｗ１ 

Ｗ２ 

Ｗ４ 

Ｗ４： （Ｗ１＋Ｗ２＋Ｗ３）×０．８ 以上としてください。            第１項 

Ｗ３ 

１階 

Ｌ：避難経路 

Ｌ：避難経路は、廊下やロビーを通って出口まで行けること 
（居室や室を通ることは、認められません。）               第２項 

避難経路（廊下）の幅は、階段の出入口の幅の合計以上が必要です。 第３項 

道路 

敷地内

通路 

敷地内通路 

屋
外
階
段 

建物や屋外階段の出口から道路まで敷地内通路が必要です。           第４項 

敷地内通路の幅は、建物や屋外階段の出入口の幅の合計以上が必要です。     第５項 
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９）劇場等の用途に供する部分への準用           （佐賀県条例 第１６条の３） 
 
 

第十六条の三 
劇場等の用途に供する部分(一つの建築物の中に複数の劇場等が設置される場合又は劇

場等以外の用途と複合して設置される場合に、一つの客席部に併せて設けられる客用廊

下、舞台、楽屋等を含む一団の部分をいう。以下同じ。)については、第十一条から前

条まで、第十七条及び第二十五条の規定を準用する。 
 
 

 

図１５ 複合建築物等で劇場等を含む場合 

劇場等 

事務所 

店 舗 

１）屋外への出入口            （佐賀県条例 第１１条第１項） 
２）客席部の出入口            （佐賀県条例 第１１条第２項） 
３）直通階段               （佐賀県条例 第１２条） 
４）廊下                 （佐賀県条例 第１３条） 
５）客席部の構造             （佐賀県条例 第１４条） 
６）客席部と舞台との区画         （佐賀県条例 第１５条） 
７）避難階段               （佐賀県条例 第１６条） 
８）避難経路               （佐賀県条例 第１６条の２） 

１１）制限の緩和             （佐賀県条例 第１７条） 
■４、◇４ 劇場等            （佐賀県条例 第２５条） 
 

複合建築物で、その中に劇場等を含む場合は、以下の規定を守る必要がありま

す。 

事務所 

注）番号は、この資料で表示しているものを使用しています。 
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１０）階段の共用                      （佐賀県条例 第１６条の４） 
 
 
 

第十六条の四 
劇場等の用途に供する部分の避難のための階段で同一階の他の用途(他の劇場等の用途

に供する部分を含む。)の避難のための階段と共用するものの幅は、各用途の部分につ

き必要とされる階段の幅の合計以上としなければならない。 
2 前項において、当該階段までの経路は、他の用途の部分を経由してはならない。 
3 複数の劇場等の用途に供する部分が積層し、それぞれの劇場等の用途に供する部分が

同一階を共用する場合の階段の幅は、避難の際の各階における通過人数を合計した人数

一人当たり一センチメートル以上としなければならない。 
4 前項の規定にかかわらず、階段を特別避難階段又は屋外避難階段とした場合の階段の

幅は、各階における通過人数(一の劇場等の用途に供する部分の客席が複数階にある場

合においては、通過人数を合計した人数)の最大人数一人当たり一センチメートル以上

とすることができる。 
5 前項の屋外避難階段は、通過人数を合計した人数一人当たり〇・〇五平方メートル以

上の面積を有する前室又はバルコニーを設けなければならない。 
 
 

 

図１６ 階段の共用（１） 

劇場等 他の用途 

① Ｗ 

① 階段幅Ｗ＝劇場等での必要幅＋他の用途での必要幅       第１項 

②経路 

② 劇場等で必要な階段幅を他の用途を経由しないこと       第２項 
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１１）本節における制限の緩和                 （佐賀県条例 第１７条） 
 

第十七条 
劇場等の用途に供する建築物で、特定行政庁がその用途又は規模により防火上及び避難

上支障がないと認めるもの、階避難安全性能を有する建築物の階及び全館避難安全性能

を有する建築物については、この節の規定による制限を緩和することができる。 

図１７ 階段の共用（２） 

３階 劇場等２（300 ㎡） 

２階 劇場等１（500 ㎡） Ｗ４ 

Ｗ３ １階  他の用途 

Ｗ２ 

Ｗ１ 

・直通階段で設ける場合の階段幅                 〔第３項〕 
   ３階は、３００人なので 

Ｗ２＋Ｗ４＝３００人×１ｃｍ／人＝３００ｃｍ         ３ｍ以上必要 

２階は、３００人＋５００人なので、合計する 

Ｗ１＋Ｗ３＝（３００人＋５００人）×１ｃｍ／人＝８００ｃｍ  ８ｍ以上必要 

・特別避難階段、屋外避難階段で設ける場合の階段幅        〔第４項〕 
   ３階は、３００人なので 

Ｗ２＋Ｗ４＝３００人×１ｃｍ／人＝３００ｃｍ         ３ｍ以上必要 

２階は、３００人＜５００人なので、最大階の５００で計算 

Ｗ１＋Ｗ３＝５００人×１ｃｍ／人＝５００ｃｍ         ５ｍ以上必要 

前室、バルコニー 屋外避難階段 

劇場等 

・屋外避難階段で設ける場合の前室、バルコニー面積         〔第５項〕 
  前室又はバルコニーの面積：通過人員０．０５㎡／通過人員が必要 
     ３階の１５０人のみが、屋外避難階段を利用する場合 

    １５０人×０．０５㎡／人＝７．５㎡以上必要です。 
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◇５ 自動車修理工場 
 
１）自動車修理工場の構造                     （佐賀県条例 第１８条） 

 
 

第十八条 
次の各号のいずれかに該当する建築物の部分を自動車修理工場の用途に供する場合に

おいては、これらの用途に供する部分の主要構造部を準耐火構造又は不燃材料で造らな

ければならない。 
一 当該用途に供する部分の上に二以上の階があるもの 
二 当該用途に供する部分の直上階の居室の床面積が百平方メートルをこえるもの 

 
 

 

図１８ 自動車修理工場の主要構造部 

自動車修理工場（床面積に関係なく適用される。） 

第１号 
自動車修理工場の上に 
２以上の階があるもの 

第２号 
直上階の居室の床面積が 
１００㎡をこえるもの 

１階 

２階 

３階 

１階 

２階 

１階が自動車修理工場で、第１号や第２号に該当する場合は、主要構造部を、 
準耐火構造又は不燃材料で造ってください。 

（注）図第１号で１階の柱が鉄骨造の場合、建築基準法施行令第７０条の適用に留意し

てください。 
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２）他の用途部分との区画                    （佐賀県条例 第１９条） 
 
 

第十九条 
建築物の一部を自動車修理工場の用途に供する場合においては、その部分とその他の部

分とを防火構造とした床若しくは壁又は防火設備で区画しなければならない。 
 
 
 

 
 

図１９ 自動車修理工場と、その他の部分との区画 

 自動車修理工場（床面積に関係なく適用される。） 

その他の部分 
（例：ショールーム等） 

＊自動車修理工場と、その他の部分との間は、 
防火構造とした床若しくは壁又は防火設備で区画してください。 

自動車修理工場 

＊ 第１９条の自動車修理工場に上階がある場合は、異種用途区画壁を設けるとと

もに、２階床についても防火構造若しくは防火設備で区画してください。 
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◇６ 卸売市場の構造及び設備                  （佐賀県条例 第２０条） 
 
 

第二十条 
 卸売市場の用途に供する建築物の構造及び設備は、次の各号によらなければならない。 
一 売場の床には適当な下水溝を設け、これをためますに導き、敷地外の下水溝その他

これに類する施設に汚水を排出できる設備を設けること。 
二 常時水を使用する売場の床及び床面から高さ一メートル以内にある壁の部分は、コ

ンクリート、れんがその他の耐水材料で造り、又はおおうこと。 
三 コンクリート、れんがその他の耐水材料で造った汚物捨場を屋外に設け、これに臭

気及びはえを防ぐ設備を設けること。 
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■４ 建築物の敷地と道路との関係 
 
 

建築物の敷地は、建築基準法に規定する道路に２ｍ以上接道するよう規定されています。 
さらに、「地方公共団体は、建築物の種類や規模に応じて条例で必要な付加をすることができる。」

とされていることから、佐賀県条例で以下のように定められています。 
なお、■４の◇１～◇５までの規定は、都市計画区域及び準都市計画区域内においてのみ適用され

ます。 
 

◇１ 大規模建築物の敷地と道路との関係              （佐賀県条例 第２２条） 
 
 
 
 
 
 
 

延べ面積が１０００㎡を超える建築物の敷地は、道路に６ｍ以上接することが必要になり

ます。 
同一敷地に２以上の建築物がある場合は、合計した面積となります。 

 
 

◇２ 特殊建築物の敷地と道路との関係              （佐賀県条例 第２３条） 
 

 

第二十二条  
延べ面積(同一敷地内に二以上の建築物がある場合においては、その延べ面積の合計)
が千平方メートルを超える建築物の敷地は、道路に六メートル以上接しなければなら

ない。ただし、建築物の周囲に広い空地があり、その他これと同様の状況にある場合

で、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるときは、こ

の限りでない。 

第二十三条  
次の各号のいずれかに該当する特殊建築物で、その用途に供する部分の床面積の合計

が二百平方メートルを超えるものの敷地は、道路に四メートル以上接しなければなら

ない。ただし、建築物の周囲に広い空地があり、その他これと同様の状況にある場合

で特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認めるときは、この

限りでない。 
一 学校及び体育館 
二 病院及び診療所 
三 共同住宅等 
四 ホテル、旅館及び下宿 
五 物品販売業を営む店舗及び展示場 
六 遊技場、ダンスホール及びキャバレー 
七 公衆浴場 
八 自動車車庫及び自動車修理工場 
九 倉庫業を営む倉庫及び貨物等の集配所 
十 卸売市場 
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① 各号に該当する特殊建築物で、その用途に供する部分の床面積の合計が２００㎡を超

える建築物の敷地は、道路に４ｍ以上接することが必要になります。 
 

② １の建築物で２以上の用途がある場合で、各号に該当する特殊建築物の用途に供する

部分の床面積の合計が２００㎡を超える場合も、４ｍ接道の対象となります。 
 
③「診療所」とは、患者の収容施設があるものに限ります。 
 
④ 「共同住宅等」とは、共同住宅、寄宿舎のことです。 

 
 
 

 
 
 
 

【図２０】接道幅（特建） 

道路 

４
ｍ
以
上
接
道
す
る
こ
と 

＊１の建築物で２以上の特殊建築物の用途がある場合は、それぞれの床面

積の合計が２００㎡を超える場合も、４ｍ接道の対象となります。 

物販店舗 
150 ㎡ 

共同住宅 
100 ㎡ 

物販店舗＋共同住宅 
１５０＋１００＝２５０＞２００ 

従って、４ｍ接道が必要となる。 
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◇３ 物品販売業を営む店舗の敷地と道路との関係         （佐賀県条例 第２４条） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 物品販売業を営む店舗（床面積の合計が１５００㎡を超えるものに限られます。）の敷地は、床

面積が最大な階において、床面積１００㎡につき１２０ｃｍの割合で計算した数値以上を道路

に接する必要があります。 
 

 

１階 

４階 

３階 

２階 

400 ㎡ 

500 ㎡ 

400 ㎡ 

400 ㎡ 

床面積の最大な階が５００㎡なので、 
５００㎡×１．２ｍ／１００㎡＝６ｍ以上必要 

Ｗ＝６ｍ以上の接道長さが必要 

1500 ㎡を超

える店舗 

【図２１】接道幅（物販店） 

第二十四条 
物品販売業を営む店舗(床面積の合計が千五百平方メートル以内のものを除く。)敷地は、

その床面積が最大の階における床面積百平方メートルにつき百二十センチメートルの割

合で計算した数値以上道路に接しなければならない。ただし、建築物の周囲に広い空地

があり、その他これと同様の状況にある場合で特定行政庁が交通上、安全上、防火上及

び衛生上支障がないと認めるときは、この限りでない。 
2  

２ 前項の物品販売業を営む店舗の主要な出入口は、道路に面し、かつ、その前面には道路

に接する奥行二メートル以上の空地を設けなければならない。ただし、当該出入口から

二メートル後退した自動車の車路の中心線上一・四メートルの高さにおいて、道路の中

心線に直角に向かつて左右にそれぞれ六十度以上の範囲内において、当該道路を通行す

る者の存在を確認できる場合は、この限りでない。 
 

３ 前項の空地内には、主要構造部が耐火構造、準耐火構造又は不燃材料で造られた地面か

らの高さが三メートル以上にある建築物の部分を突き出すことができる。 
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② 物品販売業を営む店舗（床面積の合計が１５００㎡を超えるものに限られます。）の主要な出入

口は、道路に面すると共に、道路まで２ｍ以上の空地を設けてください。 
 

 
 

ただし、出入口から２ｍ後退した自動車の車路の中心線１．４ｍの高さで道路中心線に直角に

向かって左右にそれぞれ６０度以上の範囲で、道路を通行する者の存在が確認できる場合は除

かれます。 
 

 
 
③ ②の空地の部分には、地面からの高さ３ｍ以上の部分に主要構造部（耐火構造、準耐火構造、

不燃材料で造られたもの）を突き出すことができます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

道 路 

建築物 建築物 

通路 

60 度 2ｍ 

道路中心線 

Ｈ＝1.4ｍの 
高さで確認 

【図２３】空地幅（ただし書） 

【図２２】空地幅（本文） 
道路 

空地 ２ｍ 

物販店舗（1500 ㎡超） 

主要構造部が耐火構造、準耐

火構造、不燃材料で造られた

車寄せの庇等 
３ｍ以上 

【図２４】空地上部突き出し 

設置可能 
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◇４ 劇場等の敷地と道路との関係               （佐賀県条例 第２５条） 
 

第二十五条 
劇場等の敷地は、次の表の左欄に掲げる客席部の定員の合計の区分に応じ、同表の右欄

に掲げる数値以上の幅員を有する道路に接しなければならない。ただし、建築物の周囲

に広い空地があり、その他これと同様の状況にある場合で特定行政庁が交通上、安全上、

防火上及び衛生上支障がないと認めるときは、この限りでない。 
 

客席部の定員の合計 道路の幅員(単位メートル) 
四百人未満のもの 四・〇 
四百人以上千二百人未満のもの 六・〇 
千二百人以上のもの 八・〇 

 
２  劇場等の主要な出入口の前面には、次の表の左欄に掲げる客席部の定員の合計の区分

に応じ、同表の右欄に掲げる数値以上の奥行を有し、かつ、第十一条第一項第二号の規

定により算出した数値以上前項の道路に接する空地を設けなければならない。ただし、

前項ただし書に該当する場合は、この限りでない。 
 

客席部の定員の合計 奥行(単位メートル) 
四百人未満のもの 一・五 
四百人以上千二百人未満のもの 二・〇 
千二百人以上のもの 三・〇 

 
３ 前項の空地については、前条第三項の規定を準用する。 

 
 
① 劇場等（劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂、集会所）の敷地は、客席部の定員の合計に

応じて、以下の表の道路幅の道路に接することが必要です。（＊１） 

 

（１）400 人未満 
Ｗ＝４ｍ 

（２）400 人以上 1200 人未満 
Ｗ＝６ｍ 

（３）1200 人以上 
Ｗ＝８ｍ 

Ｗ 

道路幅 

劇場等 

【図２５】道路幅 

第１項 
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② 劇場等（劇場、映画館、演芸場、観覧場、公会堂、集会所）の主要な出入口の前面には、客席

部の定員に応じた次の表の数値以上の奥行きと、第１１条第１項第２号の数値（＊２）以上の

幅員による空地を設けてください。 
 

【空地】 
客席部の定員の合計 空地の奥行き （単位：ｍ） 空地の幅員 （単位：ｍ） 

４００人未満 １．５ 
第１１条第１項第２号の数値

以上の幅員（＊） 
４００人以上１２００人未満 ２．０ 
１２００人以上 ３．０ 

 
（＊）第１１条第１項第２号の数値 

出入口の幅は、１ｍ以上とし、かつ避難の際に通過又は流入すると想定される人数（以下「通

過人数」という。）１人当たり０．８ｃｍ以上とすること。 
 
 

 
 

③ ②の空地の部分には、地面からの高さ３ｍ以上の部分に主要構造部（耐火構造、準耐火構造、

不燃材料で造られたもの）を突き出すことができます。         【図２４ 参照】 
 

劇場等 

Ｌ＝奥行 

道 路 

５００人の場合 
① ５００人  表により、Ｌ＝２．０ｍ 
② ５００人×０．８ｃｍ／人＝４．０ｍ 

かつ、１ｍ以上なので、Ｗ＝４．０ｍ 

空 地 

Ｗ＝幅員 

【図２６】空地 
第２項 
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◇５  自動車車庫及び自動車修理工場の敷地と道路との関係     （佐賀県条例 第２６条） 
倉庫業を営む倉庫、貨物等の集配所又は卸売市場の敷地と道路との関係 

（佐賀県条例 第２７条） 
 
 

第二十六条 

自動車車庫(床面積の合計が百五十平方メートル以内のものを除く。以下同じ。)又は自

動車修理工場の敷地の出入口は、次の各号のいずれかに該当する道路に接して設けては

ならない。ただし、特定行政庁が交通上、安全上、防火上及び衛生上支障がないと認め

る場合は、この限りでない。 
一 幅員六メートル未満の道路 
二 交差点又は曲り角から五メートル以内の道路 
三 横断歩道、橋、踏切、トンネル、乗合自動車の停留所又は陸橋から十メートル

以内の道路 
2 自動車車庫又は自動車修理工場の出入口の前面には、出入口の幅以上道路に接する奥

行二メートル以上の空地を設けなければならない。ただし、第二十四条第二項ただし

書に該当する場合は、この限りでない。 
3 前項の空地については、第二十四条第三項の規定を準用する。 

 
第二十七条 

倉庫業を営む倉庫、貨物等の集配所又は卸売市場の建築物の敷地については、前条の規

定を準用する。 
 
 

① 次に掲げる＜用途＞の敷地の出入口は、以下に掲げる＜道路＞に接して設けることができませ

ん。 
 

＜用途＞ 
１）自動車車庫 （床面積の合計が１５０㎡を超えるものに限る。） 
    この場合の床面積に限り、車路の部分を除くことができます。 
２）自動車修理工場 （床面積に関係なく適用される。） 
３）倉庫業を営む倉庫 
４）貨物等の集配所 
５）卸売市場 

 
＜道路＞ 

Ａ）幅員６ｍ未満の道路 
Ｂ）交差点又は曲り角から５ｍ以内の道路 
Ｃ）横断歩道、橋、踏切、トンネル、乗合自動車の停留所又は陸橋から１０ｍ以内の道路 
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② 自動車車庫（床面積の合計が１５０㎡を超えるものに限る。）と、自動車修理工場（床面積に

関係なく適用される。）、倉庫業を営む倉庫、貨物等の集配所、卸売市場の敷地の出入口の前

には、出入口の幅以上で、奥行き２ｍ以上の空地を設ける必要があります。 
 

 
ただし、第２４条第２項ただし書きに該当する場合は適用されません。 

【図２３】前面空地（ただし書）参照 
 
③ ②の空地の部分には、地面からの高さ３ｍ以上の部分に主要構造部（耐火構造、準耐火構造、

不燃材料で造られたもの）を突き出すことができます。   
【図２４】空地上部突き出し参照 

Ｗ＝出入口の幅以上 

Ｌ＝２ｍ以上 空地 

道 路 

【図２８】前面空地 

建築物 

５ｍ 

横断歩道 

５ｍ 

６ｍ以上の道路 

【図２７】敷地の出入口 

６
ｍ
未
満
の
道
路 

１０ｍ 

● 

● ● 

● 

信号 

信号機のある横断歩道は、交差点扱いと

なり、５ｍを超えれば、出入口の設置可 

横断歩道 

    設置することができる出入口 
    設置できない出入口 


